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2016年「政府活動報告」の税関主要業務 

李克強首相は、2016年 3月 5日に開催された第 12期全国人民代表大会第 4回全体会議で 2016年度政府活動報告を行い主要任

務を表明した。そのうち、国際貿易では、「一帯一路」の建設をさらに促進させ「シルクロード沿線諸国の税関と協力体制を構築し国際

物流の大動脈を整備し、国境経済協力区、クロスボーダー経済協力区、オフショア経済貿易協力区の建設を推進する」。また、輸出入

の動向から、縮小傾向を食い止めるため輸出入政策、電子商取引、貿易構造の最適化、税関特殊監督管理区域の統合・最適化、貿

易円滑化の促進など新たな要求を提起し、自由貿易区建設についても、さらに発展を加速して、貿易・投資の自由化を促進すると述べ

た。 

国家発展改革委員会など 5機関が共同して「企業技術センター国家認定管理弁法」を公布 

国家発展改革委員会、科学技術部、財政部、税関総署ならびに国家税務総局は共同して、2016年 2月 26日付けで「企業技術センタ

ー国家認定管理弁法」（国家発展改革委員会、科学技術部、財政部、税関総署、国家税務総局聯合令 2016年第 34号）を公布し、同

年 4月 1日より施行した。同管理弁法は、「国家認定企業技術センター管理弁法」（2007年第 53号令）の改訂版としてイノベーション

を柱とした成長戦略の実施を徹底させ、政府が認定する企業技術センターの管理を規定する。また、同管理弁法は、政府が、企業技術

センターの認定、運営評価、インセンティブ政策、監督管理などに対し、原則、申請企業の企業技術センター認定を年 1回、運営評価を

2年に 1回実施すると定めた。 

税関総署が 2016年商品分類行政裁定（Ⅱ）を公布 

中国税関総署は、2016年 3月 28日付けで「2016年商品分類行政裁定（Ⅱ）の公布に関する公告」（税関総署公告 2016年第 21号）

を公表した。同公告に基づき、英偉達半導体技術服務（上海）有限公司が申告した「英偉達テレビ娯楽一体化機」、および索尼電脳娯

楽（上海）有限会社（ソニー・コンピューター・エンターテーメント上海）が申告した「仮想現実ゲーム用ヘッドセット」の 2品目の商品分類

に対し、行政裁定を行った。 

税関総署が「通関申告書の記載作成規範」を改定 

中国税関総署は、2016年 3月 24日付けで「『中華人民共和国税関の輸出入貨物通関申告書の記載作成規範』の改定に関する公

告」（税関総署公告 2016年第 20号）を公布した。同公告は、従来の「中華人民共和国税関の輸出入貨物通関申告書の記載作成規

範」を改定し、輸出入貨物の荷送人及び荷受人の申告業務を規範化し、輸出入通関申告書の記入要件の統一化を図るものである。今

回の改定は、主に申告項目の名称の一部、及び申告品目数の上限などに対し調整を行い、「特殊関係の確認」「取引価格への影響の

確認」「ロイヤリティ支払の確認」などの申告項目が追加された。これは中国税関総署の輸出入貨物申告の監督管理の要求の高まりで

ある。 

上記テーマの概要と分析は、KPMG Chinaが作成したチャイナタックスアラートに掲載されています。詳細は下記のリンクをご参照くだ

さい。 
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Documents/china-tax-alert-13-
customs-declaration-form.pdf 
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保税物流センター（B型）の設立申請および審査承認関連事項に関する公告 

中国税関総署、財政部、国家税務総局ならびに国家外貨管理局は共同して、2016年 3月 15日付けで「保税物流センター（B型）の設

立申請および審査承認関連事項に関する公告」（税関総署、財政部、国家税務総局および国家外貨管理局公告 2016年第 18号）を

公布した。同公告により、保税物流センター（B型）の設立申請および審査承認の手続きは一層規範化され、法律遵守、申請資料及び

審査根拠が対象である。 

クロスボーダー電子商取引（越境 EC）輸入に関する最新の税収政策を公布 

財政部、税関総署ならびに国家税務総局は共同して、2016年 3月 24日付けで「越境 EC小売輸入の税収政策に関する通達」（財関

税[2016]18号）を公布し、越境 EC小売輸入の税収政策を改めた。同通達は 2016年 4月 8日より施行された。同通達では、越境 EC

小売輸入商品を貨物商品と見なし、関税および輸入段階の増値税若しくは消費税を課税する、また 1件当たりの限度額・年間取引限

度額、課税方式、返品手続きによって税金に及ぶ影響を明示した。このため、財政部、商務部による「越境 EC小売輸入商品リスト」の

公布が待望されている。 

関税税則委員会が輸入物品に対する輸入税を改正 

国務院関税税則委員会は、個人物品の輸入ルートに関する入国物品の租税政策を整備するため、2016年 3月 16日付けで「入国物

品の輸入税調整の関連問題に関する通達」（税委会[2016]2号）を公布し、入国物品の輸入税目および税率を改正した。同通達は

2016年 4月 8日より施行された。同通達によると、入国物品の種類は従来の 4つの大分類から、3分類に調整され、さらに適用され

る税率は 15%、30%又は 60%となった。 

上記テーマの概要と分析は、KPMG Chinaが作成したチャイナタックスアラートに掲載されています。詳細は下記のリンクをご参照くだ

さい。 
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Documents/china-tax-alert-14-
cross-border-ecommerce.pdf 

税関総署が事前入力システムのクライアントソフトウェア及び業務データ交換インタフェースアクセスを可能に 

中国税関総署は、2016年 3月 17日付けで「税関の事前入力システムのクライアントソフトウェア及び業務データ交換インタフェースの

アクセスに関する公告」（税関総署公告 2016年第 16号）を公布した。同公告は貿易の安定成長および通関手続きの効率化を目指し

ている。このため、企業と税関におけるシステム連動若しくはデータ送信で直面する問題などの解決策が期待される。企業は、基幹の

データ連動システムを開発する場合、システム上のデータ交換などの詳細を速やかに管轄政府機関と確認しなければならない。 

上記テーマの概要と分析は、KPMG Chinaが作成したチャイナタックスアラートに掲載されています。詳細は下記のリンクをご参照くだ

さい。 
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Documents/china-tax-alert-08-
china-customs-issues-announcement-on-trade-facilitation.pdf 

関税及び輸入時の税関代行徴収税金の延納審査の実施停止 

中国税関総署は、2016年 3月 13日付けで「関税及び輸入時に税関代行徴収税金の延期納付事項審査の実施停止に関する公告」

（税関総署公告 2016年第 15号）を公布・実施した。同公告によると、納税義務者が、不可抗力または税務調査による更正によって税

関代行徴収税金の支払いができない場合、納税義務者は、法律に準拠して税金の保全担保を供し、直接、税関窓口で延納手続きを行

う場合、税関による別途の審査はない。 

中国工業情報化部など 5機関が共同して「重要技術設備輸入税収政策の受理手続きの調整に関する通達」
を公布 

工業情報化部弁公庁、財政部弁公庁ならびに税関総署弁公庁は共同して、2016年 3月 11日付けで「重要技術設備輸入税収政策の

受理手続き事項の調整に関する通知」工信庁聨財(2016)40号）を公布した。同通達に基づき重要な技術設備の輸入に係る税収政策

の実施が徹底される。また、地方企業、いわゆる現地の政策適用を申請した製造企業（地方政府が監督管理する国有企業）と、中央企

業（中央政府が監督管理する国有企業）の適用申請に関する受理手続きおよびその他の関連事項についても規定された。そのうち、

申請受理の手続きについては、担当者、文書収集、送付時期、提出書類の様式、審査などが含まれ、その他の事項では、重要な技術

設備輸入の税収政策に関する目録の適時見直し、業績評価および分析、経営事項の変更である。 
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税関総署が新速達便通関システムを本格的に稼働 

中国税関総署は、2016年 3月 9日付けで「新たな速達便通関システムの稼働に関連する事項の公告」（税関総署公告 2016年第 19

号）を公布した。同公告により、2016年 6月 1日から新たな速達便通関管理システムを本格的に稼働させ、従来の速達便通関管理シ

ステムは停止する。新たな速達便通関システムは、文書類、個人物品類および小額貨物類の出入国時の通関手続きに運用され、税関

による出入国の郵送物に対する監督管理の適正化、情報化技術活用の高度化、通関の効率化、速達物の通関の迅速化となる。 

各地域の税関政策の最新動向 

深セン税関 : 管轄全区域内で 「企業の自主的開示」 制度を試行 

深セン税関は、2016年 3月 28付けで「深セン税関全区域の企業の自主的開示制度の試行推進に関する公告」（深セン税関公告

2016年第 2号）を公布した。同公告は、企業が、市場で経済活動を行う主体としての役割を十分に果たし、遵法意識と自律性をもっ

て、社会信用体制の構築、推進を目指すことを目的にしている。また、同公告は、同制度の試行に企業が自主的に参加することを前提

にしており、そのため、参加企業は、過去 3年に行った輸出入活動または輸出入貨物と直接関わった活動が税関の監督管理規定に則

っているか、その検査を自ら行うか、若しくは第三者仲介機関に委託しなけれればならない。企業は、書面の報告で自主的に開示する

と共に、関連資料を提出添付しなければならない。なお、深セン税関は、企業が自主的に開示した場合は法律に基づき、行政処罰の軽

減または免除の権限を有している。 

チャイナタックスアラートの最新号 

中国政府がクロスボーダー電子商取引の輸入に関する最新税収政策を公布、各業界への影響に注意 
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Documents/china-tax-alert-14-
cross-border-ecommerce.pdf 

中国税関総署が「通関申告書の記載作成規範」を改定 
http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Documents/china-tax-alert-13-
customs-declaration-form.pdf 

中国税関総署が貿易円滑化のための重要公告を公布、税関業務申告時の最後の課題を解決 

http://www.kpmg.com/CN/en/IssuesAndInsights/ArticlesPublications/Newsletters/ChinaAlerts/Documents/china-tax-alert-08-
china-customs-issues-announcement-on-trade-facilitation.pdf 
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